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業界の動き
▶データから見た

▶ 売 上 高 （前年同月比）

▶ 収益状況 （前年同月比）

▶ 景 況 感 （前年同月比）
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業界からの報告

●DI値 ▲20（前年同月比＋2）
●業種別DI値
　製造業 ▲35(前年同月比▲20)
　非製造業 ▲10(前年同月比＋17)
●前月比DI値
　製造業 15ポイント悪化
　非製造業 不変

●DI値 ▲14（前年同月比▲2）
●業種別DI値
　製造業 ▲40(前年同月比▲25)
　非製造業 ＋3(前年同月比＋13)
●前月比DI値
　製造業 15ポイント悪化
　非製造業 不変

●DI値 ▲22（前年同月比＋2）
●業種別DI値
　製造業 ▲45(前年同月比▲30)
　非製造業 ▲7(前年同月比＋23）
●前月比DI値
　製造業 15ポイント悪化
　非製造業 4ポイント悪化
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　私が所属している上野原機械器具工業協同組合は、戦後の荒廃した時
代に発起人４人により協同組合法制定後、県内第１号の組合として昭和
29年に設立され、一昨年創立60周年を迎えました。設立後、組合員企業は
日本の高度成長期時代とともに、設備や人材を増やしながら大きく成長し
てきました。
　しかし、その後日本経済にとって大きな試練であるオイルショック、高
度成長期の終焉とバブル経済の崩壊、更には中国や東南アジアへと生産
拠点の流出による国内製造業の空洞化、近年ではリーマンショックなどに
より、我が国の製造業の経営環境は大きく変化してきました。最盛期に64
社あった組合員企業も、現在では39社までに減少、組織力の低下などが
懸念される状況となっています。
　今後、少子高齢化社会を迎え、労働力不足に加え需要の低迷も予測され
ます。企業の生き残り対策として、人材育成や高い技術力を持った労働力

の確保、社員教育、新商品開発や付加価値の高いものづくりへの転換が必
要だと思っています。
　上野原市の主要産業である製造業の生き残りに向けて、当組合が中心
的な役割を担っていくことで、いずれは地域経済の活性化にも繋がると考
えています。
　上野原地域は、都心より60キロ圏内という恵まれた立地に加え、圏央道
の延伸により東名高速・関越自動車道と連結し、横浜を始め埼玉、群馬、新
潟とも短時間での移動が可能な流通環境が整いました。また、2020年の
東京オリンピック開催やリニア東京－名古屋間の開通など、物や人との交
流が今後ますます活発になることが予想されます。
　こうした変化をビジネスチャンスと捉え、組合として組合員企業間の連
携を強固にし、技術力を高めるための研鑽に取り組み、上野原地域の発展
に繋げたいと考えています。
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　平成28年1月の山梨県内の全業種のDI値（前年同月）で比較すると収益状況2ポイ
ント悪化したが、売上高で2ポイント、景況感2ポイントと全体的な景況感は改善傾向に
あるように見える一方、前月比で比較すると売上高、収益状況で6ポイント、景況感では
8ポイント悪化している。
　特に、製造業では前月比の売上高、収益状況、景況感ともに15ポイントと急激に悪化
した。
　年明けから日経平均株価の大幅な下落、アメリカの利上げ、中国の景気減退に加え
天候不順の影響もあり山梨県内の景気は、冷え込んでいる。
　さらに、公共事業の減少は県内の景況感を低下させる大きな要因になっている。
　一方、石油製品の値下がりは、長引く原材料等のコスト増に苦しむ企業の負担を和ら
げる要因となっているが、石油製品を販売するガソリンスタンドでは売上に結びつかず
資金繰りに影響がでているとの報告が寄せられた。
　また、円安が追い風となり中国等からの訪日旅行客によ
るインバウンド消費が宿泊業を中心に拡大してきたが、中
国経済の減速や円高傾向への懸念から不安を募らせる報
告もあり、山梨県内の多くの企業が中国の景気減速によ
る影響を注視している。
　今後、国内展開が中心の中小・小規模企業にとっては、
価格競争や技能者の人手不足、物価上昇に伴う消費者
マインドの低下等、利益を押し下げる要因・経営課題が
山積していることに加え、中国経済をはじめ世界経済の
影響により経営難に陥る中小・小規模企業者が増える
ことが懸念される。

●情報連絡員からの景況報告の概要
1月分
平成28年

　石原 英司 氏 

　60年の足跡から近未来へ繋がる第１歩を！　60年の足跡から近未来へ繋がる第１歩を！

■製造業
●食料品（水産物加工）／　食料品（水産物加
工）／ギフト商品やレストラン等向けの生食材
は好調だが、個人向け煮貝が低調のため全体
の売上は前年同月比101%。

●食料品（洋菓子製造）／海外の景気減速によ
る輸出や国内需要の低迷により全体の売上は
81%と大きく落ち込んだ。

●食料品（製麺）／閑散期により売上は減少。
●食料品（菓子）／原油価格の値下がりがコスト
減に繋がっている。

●繊維･同製品（織物）／インテリア商品について
は順調だが、裏地は受注減、傘地は閑散期の
ため低調。

●繊維･同製品（アパレル）／暖冬により冬物衣
料が非常に悪い。

●窯業・土石（山砕石）／例年、年末から年度末
にかけて公共工事が集中し需要が見込まれて
いたが、昨年の4月から前年を下まわる出荷状
況が続いている。

●鉄鋼・金属①／日本国内は、横ばい状態、中国
の景気減速でアジア全体で下降ぎみ。

●鉄鋼・金属②／前年同月より悪化。
●一般機器／株価の暴落、円高、原油価格の低
下等で経済が不安定なため、3月の決算期を
目前に厳しい状況が続いている。また、輸出関
係は上向きだが国内需要は悪化傾向が続いて
いる。

●電気機器／中国経済の悪化が進んでいるた
め、製造業全体が更に悪化。

●宝飾(貴金属)／業況は悪化傾向。

■非製造業
●卸売（ジュエリー）／国内流通は低迷が続いて
いる。中国バイヤーの爆買いも陰りを見せ、購買
商品も高額品から中級に移行している。今後の
中国バイヤーの動向を注視。

●小売（青果）／暖冬から寒波到来により品不足
や急激な価格高騰等により売上減。

●小売(食肉)／昨年度から続く食肉の高騰により
販売価格は前年対比上昇しているが、売上に結
びつかず収益状況は悪化。

●小売（電機製品）／テレビは単価増、エアコンは
寒波到来により好転、LED化が進んでいるが単
価が低下しているため売上には結びつかない。
そのため地域店の売上は前年対比大幅減。

●小売（石油）／アメリカの利上げ等の影響もあり
原油価格の暴落が長期化しているため、消費者
にとっては安値になったが小売店の売上に結び
つかず、ガソリンスタンド経営の資金繰りに影響
がでている。

●商店街／初売りのため福袋目当や甲府市観光
課の主催によるイベントにより県外からの来街
者も多く見られたが、寒波到来により来街者は
急激に減少。

●不動産取引／年明け早々、土地購入希望の問
い合わせが増加。

●宿泊業①／正月を過ぎると観光客の宿泊は減
少傾向になるが、今年はコンサートや学会などが
週末に行われたため平年並みを維持。

●宿泊業②／中国を中心とする外国人旅行客は
現状順調だが、先行きには中国経済の停滞によ
る不安感は持っている。国内観光客も徐々に増
加傾向にあるが日銀のマイナス金利他、経済不

安から減少することが懸念される。
●美容業／組合員の高齢化により組合を脱退す
る組合員が増加。

●警備業／年度末工事の増加により建設業から
の受注が順調に推移しているが、警備員の人手
不足が深刻化。また、現場の安全確保の面から
関係機関の強力な指導と安全費の拡充などに
より警備員配置要請が多くなっているのが追い
風となっている。

●建設業（総合）／1月の県内公共工事動向は、前
年同月に比べ件数で3%増加しているが、請負
金額で35%減少。1月までの累計では、件数
10%、請負金額12%減少。

●建設業（型枠）／リーマンショック以上に酷く、か
つて経験がないくらい仕事がない。

●建設業（鉄構）／組合員企業の手持量・稼働率
が二極化傾向にあり人材不足の影響による稼
働率の低下も見られる。

●設備工事（電気工事）／前年対比、仕事量が減
少。今後の見通しも暗い。

●設備工事（管設備）／アパート賃貸物件の増加
により売上は増加、販売価格も円安による原材
料値上がりにより価格上昇が続いている。

●運輸（タクシー）／寒波到来により稼働率が上
がったため、売上増。

●運輸（バス）／外国人観光客が増えているため
車輌を増車すれば受注も増加すると思われる
が、人手不足の影響で若手ドライバーの確保が
できない。

●運輸（トラック）／原油価格の一時的な値下りに
より、多少コスト削減に結びついている。
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